
[別紙１] 
論 文 の 内 容 の 要 旨 

 
 

論文題目  生産システムの自己組織的構成法に関する研究 
 

氏  名  藤井 信忠 
 

本論文は，生産システムの自己組織的構成法を提案し，計算機実験によりその有効性の確認を行う． 
生産システムをとりまく外的・内的環境は複雑化しており，生産者はそのような環境の複雑化にう

まく適応しながら，市場の要求に合致した製品を迅速に生産し，供給していくために，変種変量生産

の実現が必要である．集中管理型のシステム構造を持つ既存の統合型 CIM を採用していたのでは，シ

ステムの「堅さ」のために生産環境の複雑さに十分に適応することが困難であり，生産システムを自

律分散システムとして捉える研究が多くなされている．しかし，従来の自律要素間における分散型問

題解決手法は多くはなく，分散人工知能の一つである契約方式によるものがほとんどである．これら

の手法は問題をボトムアップ的に処理し，部分から全体へとシステムの秩序形成を行う自律分散シス

テムが本来有すべき特徴を十分に備えているとはいえず，新たな手法の確立が必要である． 
本研究では，自律分散型の生産システムを構築する一手法として，生産システムの自己組織的構成

法を提案する．本研究における生産システムの自己組織的構成法とは「生産システムを自己組織化を

用いて構成する方法」であり，自己組織化とは，「生産機械と製品の相互作用により，製造フロアに

おける秩序または構造が創発する過程」と定義する．本研究では，自己組織的構成法構築のために，

生産要素間の相互作用にポテンシャル場を用いることを提案している．提案手法では，場の相互作用

を用いていることから空間的計画と時間的計画を同時に扱うことが可能となるという特徴がある． 
自己組織的構成法の適用例として，まず，自己組織化によるスケジューリング手法を提案している．

提案手法は，自律分散型かつリアルタイムスケジューリング手法の１つであり，さらに搬送システム

を考慮したスケジューリング手法であると捉えることができる．多層プリント基板への穴あけ工程に

提案手法を適用し，計算機実験を行い，自律的に生産が進む様子を観察するとともに，機械の故障に

適応する様子を観察している．また，既存のリアルタイムスケジューリング手法との比較実験を行っ

た結果，同程度以上の生産性を有することを確認している．さらには，自己組織化における自律要素

として人間がシステムに参入することもできることを示すために，自己組織化と仮想空間を統合する

方法について述べている．構築したシステムにおいて，システムにエンジニアが参入し， 人間とシス

テムとの相互作用が可能となることを示している． 
次に，自己組織的構成法を用いた設備レイアウト計画手法を提案している．組合せ最適化問題とし

てレイアウト計画を行うのが困難な半導体生産システムを対象に，製品を流しながらレイアウト計画

を行うものである．計算機実験では，自己組織化により得られるレイアウトが，製品のプロセスフロ

ーと設備台数等のシステム構成に従い，設備が同心円状に配置されることを確認している．また，熟

練者により設計された既存のレイアウトとの比較実験においても，提案手法の有効性を確認している．

最後に提案手法はレイアウト設計における工数およびコストの削減にも有効であることを明らかにし

ている． 
さらに，自己組織的構成法によるスケジューリングおよび設備レイアウト計画手法を発展させ，製

造フロア内の全ての生産要素が移動しながら生産が進捗するラインレス生産システムを提案している．

ラインレス生産方式が実現すると多品種生産の実現，設備故障等の環境変化への適応性などが実現可

能であるという特徴を明らかにしている．自動車溶接工程を対象とし，計算機実験を行った結果，す

べての要素が移動しながら生産が進捗する過程を確認している．また，ライン型生産システムとの比

較実験の結果，多品種生産環境下での生産性，設備故障への適応性に関して有効性があることを示し

ている． 
最後に，自己組織的構成法における構成要素の行動ルール自体を自己組織化するために，自己組織

的構成法に強化学習を導入することを提案している．強化学習を導入することで，局所情報のみを利

用していたのでは達成が困難な生産システムの目的を達成することができることを期待できる．段取

りを考慮したスループット最大化問題を対象とし，計算機実験を行ったところ，各機械の役割分担お

よびスループット最大化の達成を確認している．また，実験途中で生産システムの外部環境の変動に

あたる注文内容を変更したところ，役割分担の再構成がおこり，結果として再び最大スループットを

獲得できることを明らかにしている． 
以上より，本研究で提案および構築している生産システムの自己組織的構成法は，今後ますます増



大すると予想できる生産環境の複雑さに適応できる生産システムの構成法となり得ると考えられる． 


